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１ はじめに

近年、我が国において、アジア諸国の新聞データを含む「多言語文献検索
システム」（特許平成１３年）による政治関連データ・アーカイヴの構築と拡
充が進んでいる。その一方で著作権の問題が絡むメディア報道のデータ整備、
内容分析は発展途上にある。
内容分析研究は、ベレルソン等による表明されたコミュニケーション内容
の客観的、体系的、数量的記述のための調査技法、またはデータをもとにそ
こから文脈に関して再現可能でかつ妥当な推論を行うための１つの調査技法
と定義される。また、分析対象となっているデータ産出の送り手（メディア
研究では「送り手」、「受け手」と表現する）やデータ消費の受け手の社会
的状況を推測する手段としても内容分析研究は行なわれてきた。
我が国におけるメディア内容分析研究は、１９９０年頃から新聞データベース
利用の研究に移行した。その後、テキストマイニングソフトの開発（ex−Ray
KHCoder）により本格的計量テキスト分析が進んでいる。この計量テキスト
分析とは、量的・質的データについて信頼のおける分析グループによるコー
ディングによって数値化し、計量的分析手法を適用して、データを整理、分
析、理解する方法であったが、現在は実際の分析にコンピューターを用いる。
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一方、米国においては計量的手法を用いてテキスト型データを整理または
分析し、内容分析を行う。この方法は１９６０年代からすでに開発、使用されて
きた。現在、上記の解析技術も進み、アンケートの自由回答、インタビュー
記録、新聞記事、議事録分析が可能となった。
先行研究では、コーディングの問題点、つまり分析者自身の手作業による
①信頼性、②妥当性、③時間的コスト等が指摘され続けてきた。最近の計量
テキスト分析におけるコンピュータコーディングの問題点としては、①妥当
性、②物理的コスト等があげられる。
この後者のメディア内容分析における計量テキスト分析は、IT の進化と
ともに膨大で複雑なデータ分析を可能にした。分析対象も従来は限定的で、
保存されている新聞、テレビメディアなどが中心であった。しかし、現在は、
電子化された膨大な新聞記事テキストや映像資料テキスト資料を入手するこ
とが可能になった。（１）

本稿では、メディア内容分析研究の変化を事例的に振り返りつつ、受け手
研究の発話分析について明らかにし、今後の内容分析研究の課題について説
明する。

２ 議題設定機能仮説と内容分析

内容分析の手法を用いた理論仮説の１つに議題設定機能がある。これらの
新聞、テレビの内容分析を取り入れた議題設定機能に関する研究は、６８年大
統領選挙におけるマコームズとショー等の実証研究（チャペルヒル調査）以
来、多くの追試的分析や概念提起が行われてきた。７６年の大統領選挙では、
ウィーバーらが、米国の新聞やテレビが議題設定においてどのような役割を
果たしているのかを探究し、マスメディアの持つ特徴を以下のように表現し
た。（２）

「マスメディアは、単なる導管として、または世界に差し出された鏡とし
て役立つものではない。…現代のマスメディア（新聞、テレビ、ラジオなど）
は、世界をありのままに写し出す…鏡というよりも、むしろ通過する光を屈
折させたり濾過したりするプリズムに似ている」
議題設定機能とは、マスメディアが強調している争点と有権者が認知して
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いる争点間の相関によって認知レベルでの効果を主張するものである。つま
り、マスメディアの議題設定機能という考え方はマスコミの強調する事柄と、
受け手の人々にとってこれらの話題の持つ顕出性との間に強い正の関連性が
存在することを明示する関係概念である。すなわち、マスメディアにおける
ある争点の顕出性の増大が争点に対する公衆の顕出性に影響を及ぼす（その
原因となる）ということである。この７６年調査では、マスメディア報道と有
権者認知との間に高い相関があることが検証された。
我が国でも、竹下、小林、時野谷、竹内、岩渕等らを中心に実証研究が行
われてきた。この議題設定仮説を検証する方法として、多くはスピルマン順
位相関係数によって分析されてきた。この相関分析は、内容分析に関して報
道量の多い順に、世論調査では回答率の高い順にそれぞれ順位を付け、両者
の争点順位を導き出すものである。
しかし、この相関分析では、争点項目の順位しか考慮しないため、順位以
外の視点からマスメディアの効果を時系列的に把握できないという欠点があ
る。また、相関係数を初めて定式化したピアソン自身が、相関関係は因果関
係よりいわば広義の概念で、因果関係は相関関係の極限の場合であると述べ
ていることからも相関分析のみで議題設定機能の因果関係の検証を行なうこ
とは問題である。
その理由として、議題設定機能がマスメディアの認知の側面に注目し、受
け手の争点顕出性を被説明変数としマスメディアの強調争点を説明変数とし
て因果関係を仮定している以上、この時間的経過を説明変数として考慮する
必要がある。
その他にも、①刺激の属性（争点の種類、社会的状況など）、②受け手の

属性（メディア接触量・デモグラフィック的な特徴・オリエンテーション欲
求の程度など）の随伴条件等、③媒体による効果の相違（例えば、チャペル
ヒル調査では「新聞は公衆の議題を組織する原動力である。新聞が主として
公衆の関心の舞台を設定する。テレビは、公衆の議題を学習するのに短期的
なインパクトを及ぼしている。おそらく、これらの影響を対比する最良の方
法は新聞の役割を議題設定と呼び、テレビの役割をスポットライト化（顕出
化）と名付けることであろう」という結論になっている）に関しての総合的
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な分析を必要とする。それは、以下のマコームズ等の指摘からもわかる。
「マスコミ研究の影響を探究するパースペクティブとして、議題設定の概念
に持つ大きな魅力は、議題設定の事象が過去において別々に取り扱われてき
た個別の要素、すなわち受け手の行動とマスメディアの内容とをともに単一
の概念で統一することにあった」
マスメディアは、ニュースとしてどの様なことを取り上げ、また、ニュー
スの中でどのようなことを強調するかといった一連の選択作業を通じて、
我々が何を考えるかではなしに、何について考えるかを教示しているという
マコームズ等の定義に基づき議題設定機能の分析が行われてきた。
これは、コーエンの新聞は多くの場合、何を考えるべきかを民衆に教える
のに成功していないかも知れないが、何について考えるべきかを読者に知ら
せるのに驚くべきほど成功しているという有名な言葉から派生したものであ
り、リップマンの擬似環境論の概念が発展したものであるといわれている。
今日では、７２年に出版されたマコームズ等の研究・著作以来、多くの出版物
・論文が著わされてきた。マコームズの分類に従えば、議題設定機能に関す
る実証研究の潮流は２点に大別できる。
第１に、議題設定機能は、従来の理論的な領域とマスメディアの議題と公
衆の議題の接点をこえその研究領域が拡大してきているということである。
例えば、従来の議題設定機能に関する追試や議題設定機能の効果を引き起こ
す随伴条件に関する調査があげられる。これらの調査は、リップマンの “The
picture in our heads” や心理学者トルーマンの認知地図つまり「各個人は、
自らの世界に関する地図を作ることで、物理的・心理的環境を把握し、行動
への指針を得ようとする」という理論に基づくオリエンテーション欲求の概
念が強調されてきた。その後も候補者の特徴や争点への個人的関心度との関
係について、報告がなされてきている。
第２に、９０年代に入ってから議題設定機能に関して研究者は、７０・８０年代

の研究をさらに理論的に精級化しマスコミュニケーションと世論の新たな分
析対象を探求した。例えば、ダレッソによる直接的情報と間接的情報の競争
に関する研究やウィーバーらによる個人的争点と社会的争点に関する研究な
どがある。
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一方、我が国の議題設定機能に関する実証的な研究は、欧米と比べてその
研究数も非常に少なく、仮説を積極的に肯定する研究も数少ない。我が国に
おいて今まで行われてきた議題設定機能の検証結果をまとめてみると「我が
国における議題設定効果は、その争点がマスメディアで強調された場合、報
道の１週間程度以内の場合よりも、報道２週間から３週間経過した後の効果
が顕出されやすいと指摘できる可能性がある」といえる。この時間的な経過
について、小川は次のように指摘している。
第１に、説得的コミュニケーション論における「仮眠効果」との関係、第
２に「ダイレクトな情報の２段階の流れ仮説」と「沈黙の螺旋状仮説」の複
合効果によるタイムラグ発生の可能性、第３に「意識培養効果仮説」による
タイムラグ発生説明の可能性である。
その他にも、佐藤はセブリンとタンカードの指摘をふまえながら、議題設
定機能に関して幾つかの問題を指摘している。
第１に、「議題設定をどこまで広げるか」という点である。これはガーブ
ナーの「培養理論」との識別が困難であろうという根拠に基づいている。ガ
ーブナーはテレビ視聴時間が長い人ほど暴力にまきこまれると高く考えがち
であるという仮説を提唱した。政治、暴力等の間接体験、または伝聞でしか
わからない領域の話題（議題設定機能でいう最重要話題）などと報道量の相
関関係は、他の理論仮説でも散見される。
第２は、「議題設定はどの様に作用するのか」という問題である。これは
この仮説命題に内在する問題点で、換言すれば、争点の顕出性がメディアか
ら受け手に移転するとき一体どの様な現象を生起するかというものである。
最後の問題点は、この仮説命題の内在的かつ外在的な問題点である。「誰
がメディア議題を設定するのか」というものである。より明確にいえば、誰
が、どの様な目的のために、メディア議題を構築設定し、どの様な政治的機
能をもたらしているのかという問題である。このように議題設定機能と政治
システム・政治過程と連動させて分析を行ない重要な知見を得ている研究者
も存在する。例えば、コブとエルダーの制度議題に関する研究や議題構築は
何等かの相互作用を伴う集合過程と捉え、より広範な分析枠組みが不可欠で
あると主張するラング夫妻の研究などがあげられる。
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また、この仮説を我が国に適用し検証を行なう場合には、一般的に我が国
のマスメディアが権力からの影響を受けやすいという構造（ニュースの情報
源となる記者クラブ制度・官庁・政党の存在）についても検討する必要があ
る。さらに、我が国の議題設定機能の効果は一般的に低いものであるという
検証結果が提出されているからには、何故欧米と比較して効果が低いのかマ
スメディアと政治（経済・社会・文化）との関係に着目した分析も不可欠で
ある。
これらの問題点に対して、もう一度「公衆議題」の定義を整理してみたい。
議題設定に関して分析を加えていく上では、「誰がメディア議題を設定して
いるのか」という問題は避けられない。この点について、ジュは「公衆議題」
の５つの構成要素を定義している。それは、①利益集団議題、②メディア議
題、③受け手議題、④政策作成議題、⑤政策議題の５点である。利益集団議
題とは、様々な利益集団が推進する争点でコミュニケーション技術の発展と
組織的な集団展開によって自己の目標に向けて圧力行動を行なうことによっ
て議題を設定してきたというものである。これは、利益集団政治が強い米国
において特徴的なものである。②のメディア議題は、ニュース報道の争点で
も際立っている争点ということができる。③の受け手議題とは、受け手によ
って認知された争点の顕出性といえる。
一方、マコームズによれば、一般的には、個人内議題、対人議題、知覚さ
れるコミュニティー議題と概念別に分けられるという。さらに、政策作成過
程議題とは、政策作成過程における政策作成アクターの争点についての重要
性を認めるものである。ただし、政策議題とは区別している。このように「誰
が議題を設定しているのか」については、様々な議論が行われてきたが、こ
のジュの定義を考慮し再検証する必要がある。
また②のメディア議題と公衆議題間の因果関係を検証するためには、時系
列分析が有効な分析方法となりうる可能性がある。６０年代には、ファンクハ
ウザーが米国における公衆議題に関する研究を行ない、世論とマスメディア
報道量の間に相関関係があることが再度検証された。７０年後半以降には、ア
イエンガー等によるテレビ視聴と公衆議題に関する研究いわゆる「プライミ
ング」効果研究などがある。
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この仮説は、議題設定機能の短期的効果に注目したもので認知心理学にお
けるスキーマ理論と密接に関係する。公衆議題の質的な側面に関しては、ゴ
ルデバァーグ等による研究やザッカーによる争点の質的側面と時間経過との
関係に関する分析などが行われてきた。
このように議題設定機能への時系列分析の適用が試みられている。分析上
のスピアマン順位相関の欠点については、前述した通りであるが、時系列分
析の利点は次の通りである。第１に、単一争点のアグリゲートデータに基づ
いた分析であるためデータの収集が経費的にも安価で済む。第２に因果関係
のパフォーマンスが高い。第３に、トレンドを除いた後の事実を丹念に見つ
めそれをモデル化するのに優れ、ある変数の時間的変動パターンを自らの過
去データから推定する。第４に、１つの方程式で複数の争点を検証すること
が可能であり、特殊な争点の特徴的な点を調べることができる。
この分析方法を用いることは、従来の短期間における議題設定機能の検証
における方法論的問題点の解決に有効と思われる。
マコームズ等によって初めて議題設定機能の効果が検証されてから今まで
数理的なモデル展開は十分に行われてこなかった。その理由としては、議題
設定機能の持つ研究範囲の広さやコミュニケーション学者の数理モデル・計
量化に対するアプローチ方法習得の不十分さによるところが大きい。それで
も幾つかの極めて重要な分析が行われている。従来の議題設定機能に関する
仮説は、以下の線形モデルによって表される。
P=a0 + M a1 ……①
ただし、P は争点の顕出性、a は議題設定機能の効果、a０は定数項、M は
争点に関するメディアの報道を表している。従来の議題設定機能の検証にい
くつか問題がある。まず、メディアの報道量が増加するにつれて争点の顕出
性もそれに比例して増加するわけであるが、争点の顕出性には限界がある。
つまり、争点の顕出性が全てメディアの争点に関する報道と一致することは
現実には起こりえない。第２に、データに関する問題である。現実には、メ
ディアの効果は時間ともに変化するものであるが、線形モデルでは固定化さ
れたものとして扱われているのである。
このような線形モデルの問題点を解決するために、議題設定機能に関する
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非線形モデルが提起されてきている。主に、ニューマン、ブロシウス＆キー
プリンガー、ワッツらがこの非線形モデルに関するモデルを用いて仮説の検
証を行なっている。メディアの争点に関する報道と争点の顕出性との関係は
以下の式で表される。
P=em ／１＋em ……②
ただし、P は世論の顕出性であり、M はメディアの報道量、e は自然対数

である。
ニューマンが初めて議題設定機能に応用したこのモデルは、４５～８０年の政
治的争点へ向けられた政治的関心とメディア報道量との関係について時系列
データを用いながら、政治的認知と議題設定機能の効果を分析したものであ
る。彼は、争点の種類によるメディア報道と政治関心の関係についても同様
に時系列分析による分析を行なっている。この分析は、単回帰モデルによる
B 係数によって線型か非線型かを区別している点で他のタイムラグを取り込
んだ分析と相違している。
また、ワッツ等は、飛行機の騒音問題とメディア報道量との関係を分析し
た。その分析内容は、飛行機発着の騒音に対する苦情件数とマスメディア（新
聞・テレビ）の騒音に対する報道を内容分析し、気温との関係に、「週末効
果」（Weekend effect）があることを発見した。
この「週末効果」とは、飛行機の１週間単位の飛行計画と日常生活の１週
間単位の生活パターンによるものである。メディア報道の効果に関しては、
短期における直接的効果をうみ、議題設定機能も短期間のスパンで効果が現
われたという分析結果であった。この分析のコンセプトは、心理学における
「記憶の衰退」理論に基づいている。このメディア報道量の影響は、情報の
蓄積と減衰関係を考慮したもので、報道量が減っても、受け手は今までの全
ての情報を忘れてしまうことはない。さらに、このメディア報道量の情報蓄
積過程は、個人を争点に引き付ける力を顕出性に対して行使するものと考え
ることできる。
ワッツはこのモデルを集合レベルの行動に適応し、議題設定機能の時系列
分析に新たな概念を導入した。
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-k(t-1)Pt=a1 ΣMt-ie ………③
ただし、P は、t 時における世論の顕出性、a は議題設定機能係数、M は
t‐１におけるメディア報道量、e は自然対数、k は記憶の衰退に関する定数頁
である。また、過去に蓄積された報道量が t 期の顕出性に影響を与えると仮
定する場合、その過去の報道量の期間をどの様に設定するか（１週間・１か
月・１年）いわゆる「タイムウイドウ」に関する問題もこのモデルにおける
問題点といえる。
しかし、この両者の争点の顕出性に関する分析結果は、メディア報道量の
影響について同様の評価をしているわけではない。これは、ジュの見解によ
るとロジスティックモデルは社会的レベルにおける争点の顕出性を浮きだた
せ、一方ワッツらのモデルは個人レベルにおけるプロセスを分析過程の中に
含んでいるためであるという。そしてジュとその研究グループは、この両者
の統合化されたモデル構築を９３年に行ない、実際に時系列分析を行なってい
る。
６８年大統領選のチャペルヒル調査に始まったマコームズの議題設定機能の
提起は、コミュニケーション学だけでなく隣接する諸学問領域にも影響を及
ぽしてきた。そして、この議題設定機能に関する研究領域は、着実に拡大し
公共政策と世論研究にも影響を与えている。特に、理論面に関しては、多く
のマスコミ研究者によって仮説の検証や問題指摘が繰り返し行われてきた。
今後の研究課題として、以下の６点が考えられる。①公衆議題のより正確
な定義、②時系列分析をマスコミ研究に用いる際の問題点、③ニュースの制
作過程における議題設定に関する研究、④我が国のマスメディア状況を考慮
に入れた独自モデルの構築とクロスナショナルな分析の必要性、⑤議題設定
によって如何なる影響を世論に及ぼし、望ましいメディアと世論関係から如
何なる様に乖離しているかを検討する規範的な側面の分析が不可欠であるこ
と、⑥メディア報道と争点の顕出性の因果関係に関するより精緻な分析が必
要である。

３ 第三者効果仮説と内容分析

有権者は、様々な意見や態度を政治現象や社会的事象に対して持っている。
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その意見や態度に影響を及ぼしている一要因は、コミュニケーションである。
一概にコミュニケーションといっても、それらの意見を形成する上で重要な
パーソナルなコミュニケーションやマスメディアなどのマスコミュニケー
ションに至るまで様々なコミュニケーション形態がある。
マスコミュニケーション研究では、個人の意見と世論、メディアの関係に
ついて様々な仮説が提起されてきた。７０年代以降に提起された主な仮説をあ
げてみると、メディア依存理論、前述の議題設定機能仮説、沈黙の螺旋状仮
説、知識ギャツプ仮説、情報処理アプローチやプライミング効果などがある。
なかでも、議題設定機能仮説と沈黙の螺旋状仮説に関する検証数は、非常に
多い。この２つの理論仮説が注目された理由は、マスコミ限定効果に対する
見直しにあったといえる。
本節で取り上げる第三者効果も、限定効果論以降に提出されてきた仮説で
ある。第三者効果仮説を提起したデーヴィソンは、硫黄島での米国黒人部隊
の例を挙げながら、以下のように具体的な説明をしている。彼によれば、日
本軍が、第２次世界大戦時に硫黄島に兵を進めた黒人部隊に「今回は白人の
戦争のために戦うのか」という類いの戦争宣伝のビラをまいた。そのメッセ
ージが米国部隊の戦闘意欲に影響を及ぼしたのかはっきりしなかったが、次
の日にその部隊は兵を引揚げた。この兵を引揚げたのは、黒人部隊を率いて
いた白人の隊長が、日本軍のビラによって黒人たちの心理にどの程度影響を
与えたかはっきりしないが、多分彼らは影響を受けたに違いないという事例
から考え出されたものである。（３）

つまり、人は自分に対する説得的コミュニケーションの影響を過小評価す
るが、自分や自分と同類以外の人々（第三者）に対しては、説得的コミュニ
ケーションの影響を過大視しがちである。その結果、行動レベルでは他者が
メディアの影響を受けたと想定し、その結果予想される変化に対処すべく自
らの行動も変化する。従来メディアの効果とは、どのようなものであるのか
という命題が中心であったこの種の研究に対して、メディアの影響を人々は
どのように捉えているのかという視点に立って認知レベルと行動レベルを検
証することによって捉え直そうとした仮説である。この仮説の検証に関して
は、多くのマスコミュニケーション研究者が、８０年代後半から９０年代にかけ
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て検証を行っている。その多くはどのような条件下で第三者効果が起こりう
るのか、いわゆる随伴条件を中心に行われてきた。
我が国では、文部省科学研究費重点領域研究「情報化社会と人間」のうち
「情報化と政治過程」班による電話調査によって行われた。
分析当時の電話世論調査方法は、ミチフスキー＆ワクスバーグ法による調
査である。サンプルからコンピューターによりランダムに番号を抽出させ、
カーター＆トロダールー法による被調査対象者を無作為に選び出す方法を使
用した。未使用電話や会社、調査不可能対象を除く調査反応率は、５０．４％で
ある。社会調査の RDD（ランダムデジットダイヤリング）は、１９７０年代後
半から使用されてきたが、被調査者の抽出・代表性や電話番号の偏りなど幾
つかの問題点もかなり以前から指摘されている。しかし同時に、詞査コスト
や代表性の正当性に関しての調査結果も報告されている。１９９７年に毎日新聞
社、２００１年朝日新聞社、共同通信社、２００２年に日本経済新聞、２００４年に NHK、
２００８年に読売新聞社が定例世論調査に採用している。（４）

「法案に関してあなたはメディアの影響を受けたか」という質問項目と「法
案に関して世間の人々はメディアの影響を受けたと思いますか」という質問
項目をクロス分析してみた。第三者効果仮説よれば、自分が法案に対する評
価を決めたのは、「自己判断によるものであり、マスメディアの影響による
ものではない」と答える傾向が強く、他者は「メディアの影響を自己判断よ
りも強く受けている」と捉える傾向にあるのではなかろうかということにな
る。調査では、より詳しくメディアの種類（新聞メディアかテレビメディア
か）まで質問を行った。その結果によると、自分の法案に対する評価は、自
分の判断によるものであるというのが３６．１％であった。一方、マスメディア
による影響を受けたものをみてみると、新聞メディアの影響を受けたという
ものが１１．７％であり、テレビメディアの影響を受けたというものが４１．０％で
あった。新聞メディア、テレビメディア両方の影響を受けたというものが
６．０％いた。
つまり、自分自身の判断だけで法案のような疎遠な政治話題に評価を決定
するのは難しく、何らかの点でマスメディアを利用していることが判明した。
第三者効果では、認知レベルにおいて白分自身はメディアの影響を受けない

メディア内容分析研究の展開と計量テキスト分析に関する一考察 13（132）



と仮定されるが、情報の種類によってはこの仮定が成立しないことがわかっ
た。政治情報番組が、様々な形で有権者の視聴対象番組の選択肢になった今
日では、政治情報のテレビメディア、ネット依存が高まっているものと考え
られる。
では、他の人々（第三者）に関して有権者はどう思っているのか検討して
みよう。自分については、先に指摘したようにテレビメディアの方が自己判
断よりも多少ながらも受けたと答える人々が多かったが、この分析の結果を
みる限り、他の人々は、自己判断によっていると思う人が９２．１％、新聞の影
響を受けているに違いないという人々が９．５％、テレビの影響を受けている
に違いないと思っている層が５９．５％と圧倒的にテレビメディアの影響を受け
ているに違いないと思っていることが判明した。
次に、自分も他人も新聞メディアの影響を受けたに違いないという層と、
自分も相手もテレビメディアの影響を強く受けたに違いないという者は、後
者の層が前者の層の２倍に及んでいることがわかる。つまり、自分よりも他
の人々の方がメディアの影響を強く受けているに違いないと考える我々の認
知がこのような結果を導いているものと考えられる。
では、法案への自己評価に他人の評価認知がどの程度影響を及ぼしている
のか、その評価が投票行動にもどの程度影響を与えているのかを検証した。
この研究では社会調査データをもとに有権者の法案への態度に関するパス解
析を行った。被説明変数は、次回の選挙での投票予定政党である。説明変数
は、性別、年齢等の社会的属性変数、法案への世間の評価変数、新聞・テレ
ビなどのマスメディアの報道評価変数、法案関係の報道視聴程度、そして新
聞・テレビの政治報道に対する有権者の信頼性評価等である。
その結果性別や年齢をコントロールして分析を行ってみても、今回の法案
の自己評価が投票行動と重要な決定要因とはなっていない。また、メディア
報道の内容認知、他者の法案評価認知の双方がダイレクトに投票行動に影響
を与えることもなかった。他者評価の情報が自己の評価に影響を与えるとい
う点は、確認できても他者の評価認知が投票行動にまで影響を及ぼすという
のには否定的結果である。
この結果からマスメディアの投票行動への影響をダイレクトに考えるより
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も、問題視されている投票率の低下や政治的アパシー及び政治的有効性との
関係を分析する必要がある。
さらに、ホブランド研究や先のクロス分析でも指摘したテレビメディアに
ついて、テレビメディアの政治報道を信頼している層と信頼していない層の
２グループに分け、各々パス解析を行った。分析の結果からは、性別は他者
の法案評価認知、メディア報道評価認知、投票行動に、年齢はメディア報道
評価認知と投票行動に一定の有意な影響を与えていることがわかる。改革法
案の報道視聴程度については、自己の政治改革法案評価のみに対して一定の
影響を及ぼしていることがうかがわれる。
メディアがどのように法案の報道を評価していたかというメディア報道の
評価認知の変数は、自己の政治改革法案の評価に一定の影響を及ぼしている。
しかし、それ以上に他人がどのように法案を評価しているかという他者法案
評価認知の変数が、より強く影響を及ぼしている。
また、自己の法案評価は、投票行動に直接的に影響を及ぼすものではなく、
性別や年齢、政権支持変数よりも低い値であった。これらの結果から考えら
れることは、認知レベルにおいては、他者（第三者）の評価意見を気にしな
がら自分の評価を同調させる傾向が強く、投票行動のような行動レベルまで
一貫した経路を形成するものではない。調査時期に選挙が行われていたとし
ても法案への賛否が投票行動を決定する要因にはなっていなかったものと思
われる。
一般に、政治的争点に関する有権者の評価は、政党支持や政治的関与の程
度に影響されると指摘されてきた。しかし、分析の結果、マスメディア、世
論調査等の報道が無視できない影響を視聴者である有権者に与えていること
が判明した。
以上のように、従来の認知から態度、行動に至るまでの過程において他者
の認知、態度が政治行動にどの程度影響を与えているかを検討し、メディア
と同様に他者認知が重要なファクターであることを確認できた。さらにメデ
ィアの信頼性や質によっても有権者認知や態度に変化がみられた。

メディア内容分析研究の展開と計量テキスト分析に関する一考察 15（130）



４ 地方紙と全国紙地域版の選挙報道と内容分析

分析対象期間は、第４０回衆議院議員選挙公示前日（１９９３年７月３日）から
選挙投票日（１９９３年７月１８日）までの１６日間である。ただし、７月１２日は新
聞休刊日にあたるため、分析対象から除外している。（５）記事コード分類は以
下の通りである。
Ａ：選挙戦に関する出来事の報道で、いずれかの候補者に直接関係するもの。
Ｂ：選挙戦に関する出来事の報道で候補者自身に直接関係しないもの。
Ｃ：選挙戦に関する解説。
Ｄ：世論調査に基づく選挙戦の情勢分析。
Ｅ：争点に関する出来事の報道、争点に関する解説や特集。
Ｆ：広義の候補者パーソナリティー、投書や川柳、一般市民へのインタビュー
名簿など。

分析の結果
①選挙戦においてある特定の候補者だけに絞った報道はほとんど皆無にちか
い。しかし、佐賀新聞は、候補者に関する情報を詳細に報道している。奈良
新聞、秋田魁新報、山陰新聞も佐賀新聞ほどではないにしろ侯補者に直接関
係する報道を行っている。
②選挙戦に関する候補者に直接関係しない報道が目立つ。この傾向は、すべ
ての地方紙、全国紙に共通するものである。特に、全国紙ほどこの傾向が強
いが、これは選挙中においても中央政界の動きなどをフォローしながら報道
する必要があるためであろう。
③その他にも、世論調査に基づく選挙戦の情勢分析、争点に関する出来事の
報道などについてはある程度同様の報道傾向が全国紙、地方紙にみられる。
しかし、選挙戦における解説や相違点に関する解説など解説を行なう記事量
は少ない傾向がある。これを選挙報道における公平性の現われと捉えるか、
報道が勝敗のみを追う傾向にある「ホースレース」報道となっていると捉え
るか非常に微妙なところである。
９６年衆議院議員選挙における全国紙地域版の選挙報道については以下の通
りである。（６）
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各全国紙は、毎日約２面にわたって地域版を設けて報道を行っている。地
方紙のようなきめ細やかな都道府県内情報をこのスペースで報道するためで
あるが、この地域版の選挙報道に関する内容分析は、ほとんど行われてこな
かった。
その理由としては、全国紙の報道内容分析は、国政レベルに焦点を合わせ
て分析する傾向が強く、地域レベルの報道には関心が寄せられてこなかった
ことがあげられる。さらに、データ的にも地方紙を収集するだけでも非常に
困難な上、全国紙の地域版収集することは、それ以上に煩雑な作業であった。
最近では、朝日新聞、毎日新聞、読売新聞、日本経済新聞などの電子メディ
アが利用できるようになったが、地域版の情報までは入っておらず、縮刷版
にさえ収録されていない。
先述したように、全国紙の地域版は、地方紙発行部数優位の地域にあって
非常に重要な働きをする。多元的な情報源からこそ、有権者は政党・候補者
の公約や過去の実績、さらには争点に関する情報を入手することが可能であ
る。
地方紙の選挙報道分析と同様に、量的質的内容分析を全国紙地域版につい
て分析した。特に、今までは全国紙を一括して分析する傾向があったこの種
の研究で、県レベルの報道内容の相違を中心に検討した。
分析対象は、全国紙でただ１紙全国の地域版すべてを収録している『朝日
新聞地方版』である。分析対象期間は、９６年１０月に行われた衆議院総選挙で
ある。分析方法は、前述の地方紙と同様の方法によって分析を行った。ただ
し、地域版は１都道府県に１地域版という版建てをおこなっている所と複数
の地域版で構成されている所がある。
分析の結果、事前報道では、「改革のキーワード」（第１面）、選挙の争点
について検討している「公約を問う」（第２面）が連載形式をとっている。
その他にも「選択肢はなにか」など政策論争を中心に構成されている。政治
面では、「首相経験者のインタビュー」投票日まで○日」発言語録、オピニ
オン面での「論壇特集」を報道している。社会面では、「沈む争点」「官を
問う」「選挙の影絵」で選挙戦の実態を様々に報道している。
日本では公約より選挙結果の速報性が重要であるという従来の報道姿勢が
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いまだ残っている。また選挙報道とアナウンスメント効果については、選挙
研究だけでなく内容分析研究でも指摘され続けてきた。
一般的に、アナウンスメント効果とは元々金融関係の用語として使用され、
経済政策が報告されると、その報告内容が市場価格やアクターへ心理的影響
を及ぼし、実体経済変化前に各主体の行動が変化し直接的影響を与えること
であった。
投票行動におけるアナウンスメント効果とは、候補者や政党の現在おかれ
ている状況に関する何らかの情勢報道が、有権者の投票意図や、実際の投票
行動に何らかの変化をもたらすことと定義される。「勝ち馬」効果（バンド
ワゴン楽隊車）、「負け犬」効果（判官びいき・アンダードック）などのよ
うに同情票が有権者の投票行動に影響を与えると考えられてきた。わかりや
すく言えば、マスコミの情勢報道が「選挙戦において優勢」と報じられ、選
挙戦で当選しそうな候補者に予測以上の集票が起こったり（勝ち馬効果）、
「選挙戦において劣勢」と報じられ、選挙戦で不利な状況の候補者に共感、
同情票が増えたりする（負け犬効果）「判官贔屓（ほうがんびいき）」現象が
生じるという仮説である。
両者は理論上、矛盾するように思われるが、選挙制度や選挙の局面を考え
れば、両方が考えられる。当選者が１人の小選挙区制では、自分の票をムダ
にしたくないと考える有権者は、「死票」を回避すべく優勢な候補者に入れ
るので、バンドワゴン効果が働く。
逆に、同じ選挙区で複数の当選者が出る旧中選挙区制のような制度では、
同じ党から複数の候補者が出ている場合など、当選が確実視される候補者に
入れるよりは、同じ党で当落を競っている候補者に入れる方が、議席増につ
ながるので、アンダードッグ効果が考えられる参院の選挙区選挙でも複数改
選区では類似の現象が考えられる。
また、政党の議席数についても、アナウンスメント効果が考えられる。政
党支持者の中には、その党が勝ってほしいが、「勝ちすぎ」はいけないとい
う判断をする人があり、そのような支持者は、「大勝」との予測報道がなさ
れると、棄権したり、別の党の候補者に入れたりするといわれる。
選挙制度がアナウンスメント効果とどのような関係にあるのか明確な結論
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には至っていない。ただ、判官びいきが強いといわれている日本の研究では、
バンドワゴンアンダードック効果相殺仮説があり、選挙結果に影響しないと
いう報告がなされている。近年、小選挙区制の米国大統領選挙において、劇
的な選挙結果による「勝利への逆転劇、驚き」を予備選通じて作りあげるた
めにメディアの優劣報道（horse race）に敏感になる戦略的選挙戦がおこな
われている。どの国の選挙陣営にとっても、バンドワゴン効果は選挙戦対策
上士気が下がり、好ましいものではないため、「接戦であり、負けそう」な
状況であると有権者、支持者に訴える傾向にある。
また、日本では９０年代まで自民党政権を望んでいるが、自民党が勝ち過ぎ
ることを望まない「バッファープレイヤー（牽制的投票者）」という有権者層
の存在がわかっていた。この有権者層がメディアから世論、投票意識の状況
を知り、それによって自身の投票行動を調整すると指摘されてきた。さらに
このバッファープレイヤーは、アナウンスメント効果の影響を受けやすいと
いう研究結果が報告された。このように選挙報道と内容分析はアナウンスメ
ント効果を焦点に研究展開されてきた。

５ 受け手研究における政治番組の内容分析

従来、コーダーによる内容分析が中心であった時代から計量テキスト分析
の時代へとなった背景に、IT 技術の発展が少なからず影響している。
本稿では、新聞、テレビ映像視聴に関するクラウド型クリッカー発話分析
による受け手研究について考察をおこなう。受け手の情報に対する反応を知
るツールとして次のようなアナライザー機器を利用した。
国内大学におけるレスポンスアナライザーの講義使用は、２０００年代に入っ
てから徐々に普及してきた。しかし一部を除くと製品単価は高く普及率も低
かった。２０１０年代以降は、無料で使用できるクラウド型クリッカーの登場
Clica®（㈱デジタル・ナレッジ「東京」）などの登場もあり、ようやくコス
ト面で講義に使用できるようになってきた。
我が国におけるメディア内容分析研究では、受け手研究における計量テキ
スト分析は数少ない。これまで受け手研究の多くが、社会調査やインタビュ
ー調査法に基づくものであった。ただし、分析方法の進歩により受け手のメ
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ディア情報の内容把握分析も徐々に進展しつつある。本稿では、受け手の情
報分析に関するアプローチ法と計量テキスト分析による分析と手作業による
伝統的な方法の課題について検討する
①対象者 平成２８年度１～４年次履修者 ２１１名（男性１８０名女性３１名）
である。当日出席者１４７名である。
②カリキュラム 対象の社会学はメディア社会論や現代社会論、社会調査
論などの社会学関連科目の基礎的科目である。
③クラウド型クリッカー
数年間講義などに使用できるクリッカーを探してきたが、米国を中心とす
る製品が多く、無料版アプリを提供している本製品を採用した。初期の時か
ら徐々にバージョンアップをしており、検証時は平成２８年度版を使用してい
る。以下の２点についてデータ収集を実施した。①学生に読売新聞提供の時
事問題、朝日新聞の時事問題に対する理解度を調査（選択問題）②社会学に
関する映像（NHK）、比較分析のため新聞記事を見せながら、自由回答記述
式問題を２８年度の授業でおこなった。本稿では主に後者②について検証する。
調査方法は欠席者を除く学生を対象とし、発言者数、発言文章量、発言回数
を調査した。
本調査以前には、携帯電話の学生所持率が高くなった時期に、携帯メール
などを使用して解答を送付させる取り組みを行った。その後スマートフォン
が普及したが、それでも今回スマートフォン不所持学生は数名ほどいた。こ
の学生には、メモによる提出を可としたが、持っていない学生には、所持し
ていないことに対する慎重なケアや貸与が必要である。BYOD の長所短所
ともいえる。
（分析方法）
社会科学における内容分析の基本的な手順は、インタビュー・自由記載の
調査票を作成し、文章のパソコンへの入力・ボイスレコーダーの利用により、
形態素解析、構文解析、意味解析、文脈解析を実施し単語の頻度、文章の構
文解析、χ２検定、クロス表、クラスター分析、主成分分析、因子分析、判
別分析、文脈的分類分析などをおこなう。マスメディアの新聞報道研究の分
野ではコラムセンチ等の報道量・質を調べ、その他にもインタビュー（テー
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プレコーダー、ボイスレコーダー等による録音）、インタビューの逐語録の
作成（テキスト化・デジタル化）、カテゴライズ（コーディング）概念（要
因）の抽出、ネーミングカテゴライズなどにより実証的分析をおこなう。
米国におけるメディア研究領域の学術誌に掲載された論文の２割以上は、
内容分析の方法を用いており、こうした論文数は増加傾向にある。その背景
に、ジャーナリズム・マスコミ研究者数や学術誌の増加、データベース・ア
ーカイブの利用の実現などがあるという。我が国でも NHK を中心に NHK
アーカイブスが整備され放送ライブラリーなどで利用できる環境となった。
また、民間企業においてもテレビ報道番組内容のテキスト化を商業ベースで
おこなっている。ネット社会の到来によって SNS の内容分析へ研究対象領
域も拡大しつつある。
内容分析は決して「従来の」「伝統的で」「古典的な」手法ではなく、新技
術の計量テキスト分析によって物理的コスト等で不可能なものが可能になっ
た。この変化の過程において林の数量化理論や自己組織化マップ等のデータ
分析の理論や概念の登場も同分野の研究進展に貢献してきた。
今回は Text Analytics for Surveys により得られた受け手のテキスト回答

をコード化し、そのテキストを視覚化、評価等を実施した。
何千件を超す膨大なテキストデータになると、すべてを読み進めながら理
解し、データの構造を把握することは不可能に近い。解析を行なうためにテ
キストデータから自動的にワードを取り出す処理を行なうことが一般的であ
る。
＜例＞
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上記の文はこのように分割されるが、助詞、助動詞などの省略によってデ
ータの表す内容の言葉に気をつけ分析を進めていく。これを手作業で行なっ
ていた研究時代があったわけであるが、新聞記事などの膨大な記事を分析す
るには時間コストがかかりすぎていた。Text Analytics for Surveys を利用す
ることで、確実・迅速・詳細に自由記述回答を定量化し、他の調査データと
合わせて解析することも可能になる。つまり回答を一語一句読むことなく、

メディア内容分析研究の展開と計量テキスト分析に関する一考察 21（124）



主要データを特定、ポジティブなコメントとネガティブなコメントを容易に
区別することができる。もちろんデータ検証の再現性は、倫理的にも重要な
点である。
実際の検証過程で予備的テストとして授業出席を取ると、予測していたこ
とだが、指示しなくとも「サイド発話」をクリッカーでする学生が数名いる。
サイド発話とは学生相互のコミュニケーション状態から、いわゆる「学生同
士による授業過程に意味のある私的なやり取りが行われ授業内の公的な発
言」として位置付けられる。意味のないコメントを書き込むことに対する警
告は、自由回答法の分析において正確なデータ収集のためにも重要である。
再発防止のため無意味な言葉の羅列などに対しては、スマホ、プロジェクタ
ー双方に映写し各個人の回答、発言内容、ログイン時間などをすべて記録し
データベース化されていることを注意喚起し、周知させた。
次に２つの資料（NHK）①「プロフェッショナル仕事の流儀」自殺対策
NPO 代表・佐藤久男４９分 ②ヒトラーに関する新聞記事と NHK「映像の世
紀」映像について自由な意見、感想の書き込みをさせた。書き込み文章の一
部は以下の通りであるが、原文のままである（斜体は筆者加筆）。データ分
析の総単語数は１１１２２文字である。特徴のある表現を斜体にしている。計量
テキスト分析以前は、これらの文字数、コラムセンチ、写真の有無、文章評
価について数名の信頼の置けるコーダーを育成し、膨大な時間をかけ分析を
していた。

ヒトラーの演説が上手いから、愚民の大衆の意識を１つにして、大きな力を
得たとわかった
強弱のあるあの演説が人々を惹きつけるのだと思う。
ヒトラーはかなりインパクトを残す為に文章や話し方などを考えてスピーチ
をしていた。
ヒトラーの演説を生で聴いてみたいと思った
同じ言葉を繰り返すことで大衆に自分の言葉を植え付けている。２回目、３
回目を聞く嫌でも耳に残る。ヒトラーの巧さだと思う。
しゃべり方に勢いがある
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“国民ほとんどが満足したような顔をしていた”
同じような言葉を繰り返すことで、人々の頭の中に残すことができる。これ
が、ヒトラーの演説のやり方である。この方法はすごく有効だと思った。
２時間も演説するのは、とてもハードであると思う
ヒトラーは同じ言葉を繰り返し言うのが特色で、大事な部分を強調するなら
大切だと思った
“ヒトラーはドイツ国民一人一人の民族として訴えていた。
ポイントを絞ってヒトラーは同じことを繰り返して言う。”
身振り手振りのクセがすごいんじゃ～ ノブ
国民の心のつかみ方がうまい
ヒトラーは同じ言葉を繰り返している。
“ヒトラーの演説は前半落ち着いて話されていたが、後半の方はかなり声
を大きくして話されていた。この演説の特色として、彼は同じ言葉を繰り返
す。
でも、自分は、その言葉は重要で大事なことだと思うので、しつこいかもし
れないけど、みんなに理解して欲しいということで話されていると思う。”
ヒトラーの演説はポイントをしぼって繰り返すことで言いたいことを強調し
ていた。
“ヒトラーは人を騙す様な独特な演説で、人を動かすことができる
何処から湧いてくるから分からないが絶対的な自信を持っているように、自
分が如何に正しいかを一所懸命に伝える”
インフレーションにより昔なら処罰させるほどの利子というのは考えられな
いほどの利子なのだろう。
演説では、自身の不満と国民の不満を重ねて問いかけ、思想を強調している
のがわかります。
“ヒトラーは演説がうまいため人々の注目を集め若者を中心に支持があが
った。
ヒトラーは独裁者でひどいやつだというイメージがあったがこんな才能があ
ったのかと感じた。”
“ヒトラーの演説は静かに始まり、次第にヒートアップし前政府への怒り、
不満を強い口調何度も同じ言葉で国民に訴える。
これだけ言葉を巧みに使っているからこそ、あれだけの支持を得ていたのか
もしれない。”
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“ヒトラーはポイントをしっかり言い言葉の強弱を使いながら話していて
とてもわかりやすく聞けると思った”
“ヒトラーさんは人の心をひきつける能力があると思います。
マインドコントロールが上手いと思いました！”
民族としての誇りを訴えかけてた
“ヒトラーの演説は同じ事の繰り返し！口調が強い！
“町中にヒトラーのビラをまき、ヒトラーの演説ではおなじく言葉を何回
も繰り返し、地獄のような生活を送っていた大衆は、洗脳状態にあったので
ないかと思った
ヒトラーは演説の時に同じことをポイントをしぼっていうことで国民の暗記、
理解して欲しくて繰り返し、同じことを演説してると思う
“話し方はとても参考になる部分が多い
声の大きさはとても響き渡るなと感じた”
失業者をうまく利用してヒトラーは自分の思い描く国を作ろうとしていた。
そして独裁政治の道へと進んでいきユダヤ人殺害にまでいってしまった。
ヒトラーの演説の特色は同じ言葉を繰り返すことであり、市民は繰り返さな
いとすぐに忘れてしまうと、自らの言葉を市民に植え付ける様にしていて少
し怖いと思いました。
演説の中で重要なポイントを繰り返し言っている
ヒトラーは大衆にしっかり印象を残すためポイントを繰り返し演説している。
ヒトラーはあらゆる心理テクニックを使って、人々の心を掴んだ。
“みんなの視線も本当に聞いてる感じ。”
話したい内容の書いたメモをそばに置き、頭の中に内容がほぼ入っているの
か全然紙を見ることなく演説をしていた。人々はみな話しており、ヒトラー
は静かになるまで待っていた。大事な内容は何回も繰り返し人々の脳裏にそ
の内容や言葉を焼き付けた。次第に話の内容に熱が入っていた。
ヒトラーの演説は同じことを繰り返すことですぐに忘れてしまう人々に焼き
付けるようにしていた。
ヒトラーの演説の特徴は同じことを何度もくり返し言うことらしい。ポイン
トをしぼって何度も言うこと。
重要なところを繰り返してる
“ヒトラーは人の心につけ込むのがうまいんだと思った。 宗教みたい
にほぼ洗脳されている気がする。
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ただ、ヒトラーの演説の能力はすごいものだと感じた。
ヒトラーの演説の特色は同じ言葉の繰り返しいうことだったんだ。”
やはり、国民皆がヒトラーについて来た訳では無く、１部であるが大衆の突
き動かす方法がおかしいと思ってる国民がいたということ。その１部は、今
後ヒトラーがどのような指導をしていくのか悟ってのかもしれない
ヒトラーのような強いリーダーシップを持った首相は今の時代いない。ドイ
ツ復活に向けてこの人ならやってくれるという期待は誰もがするであろう
演説というよりは、生徒を叱るかのようだ。
ドイツのヒトラーは演説を行うときは６時半以降に行った（労働後のため
疲れているときを狙っていたと言われている）またナチスが批判している
ことになると声を大きくして同じ言葉をひたすら繰り返した。”
“人前で発言するときはヒトラーのような話し方を参考にしようと思った。
ヒトラーは若者を中心に演説をラジオで中継したり、自分の話を皆が聞く
まで話をしなかったりと辛抱強く、ドイツの復興を目指すということで心
をつかんだ

①、②の映像に対する学生の全コメントについて各キーワードの持つ意味
に着目して抽出する「感性分析」を行っている。テキスト解析処理には、NTT
データ日本語解析エンジンを使用しテキストの表現から書き手の心理状態や
感性を自動判断することで、回答者の思考や行動に関する洞察を得る。
さらに、手動による分類の細分化や、作成した分類・コードの再利用も可
能で、一貫性のある分析結果を得ることができる。従来行ってきた内容分析
の欠点である、手作業のコーディングを行った場合に起きやすい恣意性や主
観性などを最小限に抑えられる。
キーワードとキーワードがどれだけ結びついて使われているかというカテ
ゴリ間の関係性が、結ばれた線の太さで表示されている（図１－図５）。分析
の結果、予測していた不規則発言は少なくなり、筆記で行うより文面が適切
なものが多かった。ネット上からの不正引用も考え、ローデータを確認した
がほぼゼロであった。これは①、②双方に共通する。他の学生からの引用で
あるサイド発話は少なかったが、学生自らの感想やコメントを的確に記述コ
メントしていたものといえる。
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※分析データの一部
筆者作成（クリッカーデータをそのまま掲載しているため誤字脱字あり）
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図４ ヒトラー映像に関するカテゴリー順ワード分析結果
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図５ ヒトラー映像に関するカテゴリー別度数結果
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ヒトラーに関する図では、中心付近にある「演説」と結びつく「声」、「人」
という部分からもわかるようにヒトラー自身の演説スタイルへの自由回答が
多くこれは、ナレーションにおける「ヒトラー独特の演説スタイル」という
フレーズによって映像とともに記憶に残っているためかもしれない。右上方
向には「強制労働」について右下には「声」「話し方」についての回答が多
い。左上方向には「演説・良い褒める賞賛」という回答が集中している。度
数分布の図表における各単語出現数「演説関係・演説＋＜＞」（以下「＋＜
＞」は演説ワードを修飾）、「国／国＋＜＞」、言葉、「人／人＋＜＞」、人々、
世界＋＜＞、心、指導／指導者＋＜＞と続いている。
今回は、国内の映像資料と国外の歴史に関する NHK 映像資料を２つの異
なる映像資料と新聞記事を用意したが、ヒトラーの演説スタイル映像に驚き
ある種の共感をもってしまい褒め称えるコメントがあった。映像資料だけで
は誤った情報を与える可能性もあり、新聞記事や歴史に触れながら批判的思
考力を向上させていくことが大事である。対象が SNS などに慣れている学
生であったことも影響していると思われるが、映像データや情報源の歴史的
背景を理解せずに、単なる映像資料視聴ととらえる少数派もおり受け手分析
の世代属性変化についての追加研究も必要である。
本分析における計量テキスト分析でなければ、膨大なワードとワード間の
つながりを把握することは不可能であり、従来の内容分析では言葉の出現数
と回数を数えるレベルであった。もちろん、計量テキスト分析において日本
語データ解析の精緻化も重要であり、方法論的問題点として指摘されること
になるであろう。ただし、AI の成果がこの分野にも影響を及ぼし始めてい
る。この研究分野における自己組織化マップ解釈やコーディングルールの作
成は、メディア研究だけでなくデータサイエンス分野全体の課題となってい
る。
また、上記の分析では一方通行の情報を相手に与えた際、受け手の情報把
握認知が映像やナレーションに影響を受けた可能性がある。この点について
はナレーションの有無による判別分析が必要である。このような課題がある
にしろ、計量テキスト分析は従来の内容分析では、判別しづらかった複数の
因果関係を予測可能なレベルにまで引きあげてきた。
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内容分析が調査技法である以上、実践的な方法のモデル化も、研究の促進
と発展につながる。そう考えれば、方法論的問題点の解決ももう１つの課題
といえる。

６ 内容分析研究の今後と課題

近年のメディア研究は年々学際的になり、細分化、分散化の傾向にある。
我が国でテレビメディアが誕生したのは戦後であり、インターネットの原形
であるアーパネットがうまれたのは、半世紀前のことである。１０年後のメディ
ア環境を予想することは困難であり、加速度的に進化している。（７）

政治、世論過程における主要アクターとしてのマスメディアの変容は、社
会的、経済的変化より著しい。また新聞やテレビメディア、そしてネットワ
ーク系メディアの融合化は我々の想像以上の進展、変化をしている。米国に
おけるトランプ政権の「フェイクニュース」問題を指摘するまでもなく、政
治とメディアに関する研究、および関連内容分析研究は、その重要性がます
ます高まっている。さらに議題設定機能研究や第三者効果研究等の事例にお
いても、メディア、世論への依存性という観点からの研究が増えつつある。
その一方で、カルチュラル・スタディーズのメディアコミュニケーション
研究では、「能動的なオーディエンス」に焦点をあわせテキスト、テクノロ
ジー、オーディエンスに関する分析をおこなっている。「利用と満足」に関
する研究でも受け手の能動性に関して分析が進んでいるが、ブラムラーが指
摘するように複数の側面（効用・接触の可能性・選択性・影響への抵抗性）
から構成される多義的な概念だけに研究者間で論議を生んでいるのが現状で
ある。
以上のようにネットメディアの登場により送り手、受け手という単語が死
語になりかねないメディア研究の状況下にあるが、その情報、コンテンツに
関する内容分析研究は、データベースの整備と言語処理技術の発達により学
際連携が容易となり、今後の研究進展と多くの知見発見が期待される。
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【注】
（１）主要な研究として、フィスク著伊藤守他訳『テレビジョンカルチャー』梓出版社、
１９９６年、フリス著『サウンドの力』晶文社、１９９１年、吉見俊哉『メディア時代の文
化社会学』新曜社、１９９４年、カラン他著児島和人他訳『マスメディアと社会』勁草
書房など参照のこと。政治とマスメディアについては、グレーヴァー編佐藤雅彦訳
『メディア仕掛けの政治』現代書館、１９９６年、ノエル＝ノイマン著池田謙一他訳『沈
黙の螺旋理論―世論形成過程の社会心理学』ブレーン出版、１９９７年、ウィーバー他
竹下俊郎訳『マスコミが世論を決める―大統領選挙とメディアの議題設定機能』勁
草書房、１９８８年を参照。

（２）例えば、我が国の研究の成果をまとめた論文として、竹下俊郎「マスメディアと
世論」『レヴァイアサン』木鐸社、１９９０年、竹下俊郎「マスメディアの議題設定機
能研究の現状と課題」『新聞学評論』三嶺書房、１９８１年が詳しい。さらにこれらの
論文をまとめ、マスコミ研究の今後を検討したものとして竹下俊郎『メディアの議
題設定機能～マスコミ効果研究における理論と実証～』学文社、１９９８年がある。１９８０
年代以降は、認知心理学の影響を受けスキーマ理論が新たに導入され、投票行動や
マスコミュニケーション研究で盛んに研究されている。詳しくは池田謙一『社会心
理学』誠信書房、１９９５年。

（３）安野智子「マスメディアの影響の認知は世諭形成を媒介するか～第三者効果によ
る世論形成過程モデルの試み」１９９５年日本選挙学会理論部会論文や時野谷浩、小川
恒夫「第三者効果仮説の検証」情報通信学会発表論文、１９９５年などがある。

（４）電話世論調査とテレビにおけるインスタント調査（例えばテレゴング）とは、全
く相違するものである。このような議論は、田中愛治「これでは世諭操作になる」
『放送文化』（日本放送協会出版部、１９９４年７月号）、谷口哲一郎「電話世論調査の
現況と間題点」１９９４年日本選挙学会データ部会論文で行われている。

（５）日本経済新聞社の日経テレコムを今回の資科索引に使用し、不明な点が出ないよ
うに直接各新聞の縮刷版をみる作業を行った。作業は、慶應義塾大学で政治学を専
攻する３人の学生で行ない最終チェックを筆者自身が行なう形式をとった。

（６）内容分析の主な先行研究と指定可の文献を参照のこと。武市・松木・山田・山中
「東京都知事選挙をめぐる新聞紙面の分析～朝目・毎日・読売・サンケイの４紙を
中心にして～」『新聞学評論』第２５号、１９７６年、４８・６７頁や柳井道夫「東京都知事
選挙におけるマスメディアの対応～「みのべ」「はたの」の支持率に関する新聞報
道を中心として」『新聞学評論』第２１号、１９７２年、３６―５３頁、竹下俊郎「争点報道
と議題設定仮説」東京大学新聞研究所編『選挙報道と投票行動』束京大学出版会、
１９８８年、１５７～１９６頁、後藤将之「各政党はいかに報道されたか」東京大学新聞研究
所『選挙報道と投票行動』東京大学出版会、１９８８年、１９７―２１４頁。小林良彰『計量
攻治学』成文堂、１９８５年、２１３―２３４頁、堀江湛・小林良彰「同時選挙をめぐる３大
紙の内容分析」『新聞学評論』１９８２年、２１９―２３６頁。平野浩「選挙報道とマスコミ
～９１年都知事選におけるマスコミ報道の内容分析～」日本選挙学会編『政治におけ
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るマスコミの役割に関する研究』北樹出版、１９９２年、河野武司「テレビ報道の内容
分析」堀江湛・梅村光弘『投票行動と政治意識』慶應通信、１９８６年、１９７―２０９頁、
同著「日本のテレビニュースの内容分析～政治報道を中心に」『慶應義塾大学法学
研究会論文集』昭和６０年度、第２２号、１２７～４４頁、同著「１９９６年選挙におけるテレ
ビ報道の内容分析」日本選挙学会研究会報告論文１９９７年などがある。その他に武重
雅文「新選挙制度下の総選挙における選挙報道」１９９７年度日本政治学会研究会報告
論文。岩渕美克「マスメディアの政治的効果第１３回参院選における TV ニュースの
内容分析」『慶應義塾大学法学研究会論文集第２０号』、１９８４年、４１―５４頁、神江伸介
「地方版の選挙報道～８６年衆参同日選挙の新聞報道分析」『香川法学』８７年、３５～
７０頁。

（７）マスコミュニケーション研究の展開については、児島和人『マスコミュニケーショ
ン受容理論の展開』東京大学出版会、１９９３年や同共著『マスコミュニケーション効
果研究の展開』北樹出版、１９９２年などが参考になる。
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